
 

 
令和８年８月 

図書購入者各位 
 

今般ご注文頂きました「令和８年度版 農業農村整備事業の地方財政措置の手引き（令和８年８月発行）」
の記載内容の一部に誤りがありました。誤りの箇所は下記のとおりですので、誠に恐れ入りますが差し替え
の程をお願い申し上げます。 
 

〈誤りと訂正の内容について〉 

１．誤りの箇所  72ページ 
２．訂正内容 

 7２ページの１．防災重点農業用ため池等の防災対策の強化 

訂
正 
箇
所 

上段 

誤 

１．防災重点農業用ため池等の防災対策の強化 
（１）防災重点農業用ため池の防災工事の推進 

・「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に位置付けられた防災重点農業用た
め池について、防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債又は補正予算債により措置 

・上記対策によらずに実施する「防災重点農業用ため池緊急整備事業」について、令和３年
度から令和７年度までの５年間、公共事業等債により措置（充当率 90％、地方負担に対す
る交付税措置率を通常の 20％から 45％に引き上げ） 

・緊急自然災害防止対策事業債の対象事業の要件を 800 万円未満から 4,000 万円未満に拡充 

正 

１．防災重点農業用ため池等の防災対策の強化 
（１）防災重点農業用ため池の防災工事の推進 

・「第１次国土強靱化実施中期計画」に位置付けられた防災重点農業用ため池について、防
災・減災・国土強靱化緊急対策事業債又は補正予算債（充当率 100％、地方負担に対する
交付税措置率 50％）により措置 

・上記対策によらず次の①及び②事業により実施する防災重点農業用ため池の防災工事につ
いて、令和 12 年度までの間、公共事業等債による措置を拡充（充当率 90％、地方負担に
対する交付税措置率を通常の 20％から 45％に引き上げ） 
①国営総合農地防災事業（防災重点農業用ため池緊急整備型、防災重点農業用ため池緊急

整備加速化対策） 
②農村地域防災減災事業（防災重点農業用ため池緊急整備事業） 

・緊急自然災害防止対策事業債の対象事業の要件の拡充（800 万円未満から 4,000 万円未満）
を継続 
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【参考５】防災重点農業用ため池等の防災対策の強化等 
 

 

１．防災重点農業用ため池等の防災対策の強化 

（１）防災重点農業用ため池の防災工事の推進 

・「第１次国土強靱化実施中期計画」に位置付けられた防災重点農業用ため池について、防災・減 

災・国土強靱化緊急対策事業債又は補正予算債（充当率100％、地方負担に対する交付税措置率 

50％）により措置 

・上記対策によらず次の①及び②事業により実施する防災重点農業用ため池の防災工事について、 

令和12年度までの間、公共事業等債による措置を拡充（充当率90％、地方負担に対する交付税措 

置率を通常の20％から45％に引き上げ） 

①国営総合農地防災事業（防災重点農業用ため池緊急整備型、防災重点農業用ため池緊急整備加 

 速化対策） 

②農村地域防災減災事業（防災重点農業用ため池緊急整備事業） 

・緊急自然災害防止対策事業債の対象事業の要件の拡充（800万円未満から4,000万円未満）を継続 

 

（２）防災重点農業用ため池等の浚渫の推進 

（参 考）緊急浚渫推進事業債 

【対象事業】  

河川、ダム、砂防、治山、防災重点農業用ため池等、農業用排水路に係る浚渫 

【事業期間】 

   令和７年～１１年度（５年間） 

【 事 業 費 】                    

令和８年度：1,100億円 （令和７年度：1,100億円） 

２．利水ダム等の事前放流の推進 

利水ダム等の事前放流に伴い、一級水系の指定区間及び二級水系を管理する都道府県が行う        

損失補填に要する経費について、特別交付税措置（措置率0.8、財政力補正なし）を講ずる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災重点農業用ため池等の防災対策の強化等 

○令和２年７月豪雨をはじめ、近年、自然災害が激甚化・頻発化する中、防災重点農業用た

め池等の決壊等により、人家、公共施設及び農地へ被害が発生していることから、これら

の防災工事の推進及び適切な維持管理が必要 

○このため、防災重点農業用ため池の防災工事に係る地方財政措置を拡充するとともに、防

災重点農業用ため池等を緊急浚渫推進事業費の対象施設に追加 


